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第１章第１章第１章第１章    計画策定にあ計画策定にあ計画策定にあ計画策定にあたたたたってってってって    
 

１１１１    計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨    

第二次世界大戦までは女性の地位は非常に低いものでした。日本国憲法により個人の

尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等が法的には整備されましたが、昭和30年から

40年代の高度経済成長期では、夫が会社で長時間働き、妻が専業主婦となって家事育児

を切り盛りするという性別役割分担に基づく「片働きモデル」や、結婚退職制、男女別

定年制が存在していました。 

昭和50年に国連が国際婦人年と定め、同年に国際婦人年世界会議（第１回世界会議）

が開催され、昭和54年には第34回国連総会にて「女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」が採択されました。日本においては、昭和60年

のこの条約の批准を契機に、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律（以下「男女雇用機会均等法」という。）」(昭和60年制定）や「男女共同

参画社会基本法」（平成11年制定）などを制定しました。 

一方、平成３年のバブル崩壊以降の景気の後退により、終身雇用制度や年功序列型

賃金形態は保障されなくなり、少子化も相まって平成４年頃からは女性も外で働く「共

働き世帯」が「片働き世帯」を上回るようになりました。高度経済成長期以降の都市

部への人口流失も高まり、人口減少や少子高齢化が進行する地域が増加しています。 

また、職場や家庭、地域活動の場においては、依然として従来の固定的な性別役割分担

意識※１が残っているうえ、重大な人権侵害である女性に対する暴力などの問題も生じ、

男性の子育てや介護、地域活動への参加、女性のさらなる社会進出など、男女がとも

に参画することができる環境を構築することが求められています。 

本市でも、平成26年10月に行った「男女共同参画社会に関する市民意識調査」では、

「男は仕事、女は家庭」という役割分担意識がいまだに根強く残っていることや社会

の様々な分野での男女間の格差がうかがえ、さらにドメスティック・バイオレンス※２

（以下「ＤＶ」という。）など、人権を侵害する問題も生じています。 

                         
※１固定的な性別役割分担意識：「男は仕事、女は家庭」という考え方に代表されるように、個人の個性や能力等によ

って役割の分担を決めることが適切であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に

分ける考え方のことをいいます。 
※２ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）：配偶者や恋人からの暴力のこと。暴力の被害者は多くの場合女性で、女性の人

権を著しく侵害する社会的問題となっています。（身体的な暴力だけではなく、精神的、性的暴力なども含まれます。） 
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このような状況の中、市民一人ひとりが幸せに生きるために、女性も男性もすべて

の個人が互いにその人権を尊重し、性別や世代にとらわれず、その個性と能力を認め

合い、それらを十分に発揮できる男女共同参画社会※の実現が求められています。 

こうした現状を踏まえて、本市の課題や重点的に取り組むべき施策の方向を明らか

にし、男女共同参画社会形成への施策を継続的に推進するため、「沼田市第３次男女共

同参画計画」を策定しました。 

 

 

■男女共同参画関係年表 

 

 

 

 

                         
※男女共同参画社会：男女が対等な立場にある社会の構成員として、あらゆる分野における活動に参画する機会が保障され

ることにより、誰もが政治的、経済的、社会的及び文化的な利益（暮らしやすさ）を享受でき、かつ、ともに責任を担っ

ていく社会のことです。なお、「参画」という言葉は、ただ参加する（その場にいる）だけではなく、自分の意思で主体的

かつ積極的に加わり、男女がともに考えて実行していくことをいいます。 

世界

・昭和50年　国際婦人年
・昭和50年　第１回世界女性会議（メキシコシティ）
　　・昭和54年　「女子差別撤廃条約」採択（56年発効）
　　・昭和55年　第2回世界女性会議（コペンハーゲン）
　　　　・昭和60年　第3回世界女性会議（ナイロビ）

・平成7年　第4回世界女性会議（北京）
　　・平成12年　女性2000年会議（北京＋5）
　　　・平成17年　「北京＋10」世界閣僚級会合
　　　　・平成22年　第54回国連婦人の地位委員会（北京+15）

国
・昭和20年 衆議院議員選挙法改正
　　　　　   　（女性参政権）
・昭和21年 「日本国憲法」制定

・昭和52年　「国内行動計画」策定
　　　　　　　　　・昭和60年　「女子差別撤廃条約」批准
　　　　　　　　　・昭和60年　「男女雇用機会均等法」制定

　　　・平成11年　「男女共同参画社会基本法」施行
　　　・平成12年　「男女共同参画基本計画」策定
　　　　　・平成17年　「男女共同参画基本計画（第2次）」策定
　　　　　　　・平成22年　「男女共同参画基本計画（第3次）」策定

県 ・昭和55年　「新ぐんま婦人計画」策定　

・平成5年　「新ぐんま女性プラン」策定
　　・平成13年　「ぐんま男女共同参画プラン」策定
　　　　・平成16年　「群馬県男女共同参画推進条例」施行
　　　　　　・平成18年　「群馬県男女共同参画基本計画（第2次）」策定
　　　　　　　　・平成23年　「群馬県男女共同参画基本計画（第3次）」策定

沼田市
　　　　　・平成16年　「沼田市男女共同参画計画」策定
　　　　　　　　・平成23年　「沼田市男女共同参画計画（第2次）」策定

・「男は外で働き、女は
 家庭を守る」片働き世
 帯が一般的となった

・昭和61年の「男女雇用機会均等法」施行により雇用の
  分野での男女差別が禁止された社会

家庭
職場

・日本国憲法により、男女の法の
　下の平等がうたわれ、家制度
　が廃止された

・平成2年　「1.57ショック」（前年の合計特殊出生率が過去最低となる）
・平成3年バブル崩壊
・共働き世帯が増加し、平成４年頃から片働き世帯の数を上回るようになる

　　　・昭和40年～50年代は雇用の分野（賃金、昇格、定年、解雇など）
　　　　における男女間差別の問題があった

昭和20年代
（戦後）

昭和30～49年
（高度経済成長期）

昭和50～昭和63年
（経済安定期）

平成元年～
（経済低迷期）
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２２２２    男女共同参画に関わる動向男女共同参画に関わる動向男女共同参画に関わる動向男女共同参画に関わる動向    

男女共同参画社会の実現に向けた取組は世界規模で行われています。 

本計画もその潮流に連動しており、目指す方向性も共通しています。 
 

（１）世界の動き 

世界では、1995年に北京において第４回世界女性会議が開催され、女性の地位向上

のために世界各国が取り組むべき課題と具体策を示した「北京宣言」及び「行動綱領」

が採択されました。15年後の2010年３月には、「第54回国連婦人の地位委員会（北京＋

15）」が開催され、「国連機能強化におけるジェンダー機関の統合」等の決議が採択さ

れました。これを受けて、2011年１月には国連の四つの機関を統合・強化する形で、

ジェンダー平等と女性のエンパワーメント※のための国連機関「ＵＮ  Ｗｏｍｅｎ」が

活動を開始しました。 
 

（２）日本の動き 

日本では、男女共同参画社会基本法に基づく基本計画として、平成22年12月に「第

３次男女共同参画基本計画」を閣議決定しました。この計画では、新たに「男性、子

どもにとっての男女共同参画」、「貧困など生活上の困難に直面する男女への支援」、「高

齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備」、「科学技術・学術分野にお

ける男女共同参画」及び「地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推

進」が重点分野とされ、具体的な成果目標を設定しています。  

社会情勢が変化する中で、男女共同参画を取り巻く課題も多様化していることから、近

年「男女雇用機会均等法」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（以

下「ＤＶ防止法」という）」、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（育児・介護休業法）」が改正されるなど、様々な制度の整備が進められ

ています。 

さらに、社会全体で女性活躍の動きが拡大し、指導的地位への女性の参画促進に向

けて、国では女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策定を事業主

に義務づける「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推

進法」という。）」を制定しました。加えて、女性の活躍推進に向けた基盤である、男

性の家事・育児等への参画に向けた取組や非正規労働対策、さらには、ひとり親家庭

など困難を抱える女性に対する支援、配偶者暴力など女性に対する暴力の予防と根絶

などについても、取組が進められています。こうしたことを含め、国では「第４次男

女共同参画基本計画」を策定しました。 

                         
※エンパワーメント：エンパワーメントとは、自己決定能力や法的な力、経済力、政治的な力等、一人ひとりが力をつ

けることにより、グループ全体の力を高めていくような能力。 
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（３）群馬県の動き 

群馬県では、昭和55年の「新ぐんま婦人計画」の策定、平成５年に「新ぐんま女性

プラン」の策定により、女性政策の推進体制を整備しました。 

平成13年には、「男女共同参画基本法」に基づく計画として「ぐんま男女共同参画プ

ラン」の策定、平成16年には「群馬県男女共同参画推進条例」の制定がされ、地域社

会や職場での具体的取組の推進が図られています。 

平成18年には、「群馬県男女共同参画基本計画」（第２次）、及び「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づく「ぐんまＤＶ対策基本計画」を策定、

その後、平成21年に改訂、また、男女共同参画社会づくりの拠点として「ぐんま男女共

同参画センター（愛称：とらいあんぐるん）」を設置し、県民との協働による男女共同

参画社会の基盤づくりが図られてきました。 

平成26年には「男女共同参画社会に関する県民意識調査」を実施し、平成27年現在

「第４次群馬県男女共同参画基本計画」策定に向けて取り組んでいます。 
 

（４）沼田市の取組 

本市は、平成17年２月13日に白沢村、利根村と合併しました。合併前の３市村におい

ては、それぞれ男女共同参画に関する施策に取り組んできました。 

特に旧沼田市においては、平成10年に、社会のあらゆる分野で男女共同参画に向けたま

ちづくりを進めるため、市民の意識及び実態の把握と、女性政策の推進を図る上での基礎

資料とすることを目的に、「女性問題に関する市民意識実態調査」を実施しました。 

その後、平成14年には、市における男女共同参画社会の形成に関する施策を総合的

かつ効果的に推進するため、「沼田市男女共同参画庁内推進会議」を設置し、計画策定

に向けての取組を開始するとともに、全職員を対象とした「男女共同参画に関する職

員意識調査」を実施しました。 

続いて、平成15年には、計画の策定にあたり、より広く市民から意見を聴取し、これ

を反映させるため、「沼田市男女共同参画推進懇話会」を設置し、計画素案に対する意

見・提言を求め、平成16年３月に平成16年度から22年度までを計画期間と定めた「沼田

市男女共同参画計画」を策定しました。その計画に基づき、男女共同参画の分野で活躍

している人による講演会を開催するなど、情報及び学習機会の提供を行ってきました。 

平成19年からは、「北毛地域人権啓発活動ネットワーク協議会」との共催により、男

女共同参画セミナーとして講演会及び講座を開催し、男女共同参画社会の形成に向け

た情報や学習機会を提供し、意識啓発を図ってきました。 

平成23年２月には社会情勢の変化に伴い、男女共同参画社会の実現に向けて各施策

をより一層推進するため、「沼田市第２次男女共同参画計画」を策定しました。 

平成26年には、「沼田市第２次男女共同参画計画」の見直しにあたり、「男女共同参

画社会に関する意識調査」を実施しました。 
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３３３３    計画の性格計画の性格計画の性格計画の性格    

本計画は、国の「第４次男女共同参画基本計画」、「第４次群馬県男女共同参画基本計

画」及び「沼田市第五次総合計画」との整合性に配慮するとともに、本市における「男

女共同参画社会に関する市民意識調査」や意見公募（パブリックコメント）を実施し、

「沼田市男女共同参画計画策定委員会」、「沼田市男女共同参画庁内推進会議」等の意

見・助言などを基に策定するものであり、男女共同参画社会の実現に向けた総合的、包

括的な施策に取り組む指針となるものです。 

また、本計画は「ＤＶ防止法」第２条の３第３項に基づく「市町村基本計画」（ＤＶ

対策基本計画）として一体的に策定するものです。 

さらに、「女性活躍推進法」が制定され、本市においても地域社会における女性の活

躍を推進するため、リーダーとしての女性の参画を促進するとともに、地域での女性

の働く場の確保、女性による起業の支援、これまで女性の活躍が少なかった分野での

活躍を推進するため、第６条第２項に基づく「市町村推進計画」として一体的に策定

するものです。 

この計画の推進にあたっては、常に社会情勢の変化や環境の変化に柔軟に対応して

いくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国）
　男女共同参画社会基本法
　第４次男女共同参画基本計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   沼田市第五次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   沼田市第五次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   沼田市第五次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   沼田市第五次総合計画
沼田市第３次男女共同参画計画沼田市第３次男女共同参画計画沼田市第３次男女共同参画計画沼田市第３次男女共同参画計画

市の他の関連計画市の他の関連計画市の他の関連計画市の他の関連計画

（県）
　第４次群馬県男女共同参画基本計画

DV対策基本計画

（国）
　配偶者からの暴力の防止及び
　被害者の保護に関する法律

（県）
　ぐんまＤＶ対策推進計画（第3次）

《男女共同参画》 《ＤＶ関係》

女性の活躍推進計画

（県）
　群馬県産業振興基本計画

（国）
　女性の職業生活における活躍の
　推進に関する法律

《女性の活躍推進関係》
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■女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要 
 

豊かで活力ある社会の実現を図るためには、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もう

とする女性の個性と能力が十分に発揮されることが一層重要である。 

そのため、以下を基本原則として、女性の職業生活における活躍を推進する。 

・女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供及びその活用が行われること 

・職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備により、職業生活と家庭生活

との円滑かつ継続的な両立を可能にすること 

・女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべきこと 

◆基本方針等の策定 

・国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定。 

・地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における 

女性の職業生活における活躍についての推進計画を策定（努力義務）。 

◆事業主行動計画の策定等 

・国は、事業主行動計画の策定に関する指針を策定。 

・国や地方公共団体、民間事業主は以下の事項を実施（労働者が 300 人以下の民間事業主に 

ついては努力義務）。 

・女性の活躍に関する状況の把握、改善すべき事情についての分析 

【参考】状況把握する事項：①女性採用比率  ②勤続年数男女差 

③労働時間の状況 ④女性管理職比率 等 

・上記の状況把握・分析を踏まえ、定量的目標や取組内容などを内容とする「事業主

行動計画」の策定・公表等 

・女性の活躍に関する情報の公表（省令で定める事項のうち、事業主が選択して公表） 

・国は、優れた取組を行う一般事業主の認定を行うこととする。 

◆女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

・国は、職業訓練・職業紹介、啓発活動、情報の収集・提供等を行うこととする。地方公共 

団体は、相談・助言等に努めることとする。 

・地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織すること 

ができることとする（任意）。 

◆その他 

・原則、公布日施行（事業主行動計画の策定については、平成 28 年４月１日施行）。 

・10 年間の時限立法。 
 

 

 

４４４４    計画の期間計画の期間計画の期間計画の期間    

この計画の期間は、平成 28（2016）年度から平成 32（2020）年度までの５年間とし、

必要に応じて見直しをします。 
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５５５５    沼田市を取り巻く現状沼田市を取り巻く現状沼田市を取り巻く現状沼田市を取り巻く現状    

 

（１）人口の推移 

本市の人口は、年々減少しています。 

また、本市の人口構造は、少子高齢化に伴い、年少人口割合（15 歳未満）及び生産

年齢人口割合(15 歳以上 65 歳未満)が減少しているのに対して、高齢者人口割合(65 歳

以上)が年々増加しています。 

＜人口推移・人口割合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（外国人登録含む 各年４月１日現在） 

 

6,928 6,698 6,475 6,264 6,082

32,042 31,590 30,969 30,360 29,593

13,937 14,088 14,434 14,647 15,004

51,27151,87852,37652,907
50,679

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

(人)
年少人口 生産年齢人口 高齢者人口

13.1%

12.8%

12.5%

12.2%

12.0%

60.6%

60.3%

59.7%

59.2%

58.4%

26.3%

26.9%

27.8%

28.6%

29.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

年少人口割合 生産年齢人口割合 高齢者人口割合
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年齢階級別では、男性では 60～64 歳、女性では 65～69 歳が多くなっています 

世代別にみると、70 歳代以上は女性の割合が男性の割合を上回っています。 
 

＜年齢階級別人口＞          ＜世代別男女構成比＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（外国人登録含む 平成 27 年４月１日現在） 

 

（２）出生の状況 

本市の出生数は横ばいで、平成 26 年には 352 人となっています。 

本市の合計特殊出生率は平成 23 年以降全国や県平均を上回って推移しています。 

＜出生の状況＞ 

349 367 343 339 352

1.39
1.42

1.46

1.41
1.44

1.52

1.49

1.52

1.39
1.41 1.43

1.41
1.39

1.67

1.38

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

0

500

1,000

1,500

（人）

出生数
（沼田市）

全国
合計特殊出生率

群馬県
合計特殊出生率

沼田市
合計特殊出生率

 

資料：群馬県人口動態統計概況 

 

男性

(人)

894

1,004

1,187

1,362

1,193

1,247

1,341

1,492

1,727

1,535

1,517

1,809

1,972

1,892

1,484

1,160

1,009

841

01,0002,0003,000

　０～４

　５～９

　10～14

　15～19

　20～24

　25～29

　30～34

　35～39

　40～44

　45～49

　50～54

　55～59

　60～64

　65～69

　70～74

　75～79

　80～84

　85歳以上
女性

(人)

826

989

1,182

1,240

1,021

1,043

1,205

1,413

1,669

1,527

1,591

1,783

1,906

1,920

1,729

1,529

1,521

1,919

0 1,000 2,000 3,000

35.0%

44.8%

50.2%

49.6%

50.5%

52.0%

54.2%

51.3%

51.1%

65.0%

55.2%

49.8%

50.4%

49.5%

48.0%

45.8%

48.7%

48.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80歳以上

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

10歳代

10歳未満

男性 女性
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（３）女性の労働力率 

本市の女性の労働力率を年齢階級別にみると、国、群馬県、本市ともに、25～29 歳

と 45～49 歳の２つを頂点とし、30～34 歳を谷とする「Ｍ字型曲線」を示しており、

25 歳前後で結婚や出産のため離職する様子が表れているものの、平成 22 年ではその

落ち込み方が浅くなっており、継続して就労している割合が高いことを表しています。 

労働力率＝労働力人口（就業者＋完全失業者）／15 歳以上人口（労働力状態不詳を含む） 

 

＜国、県、本市の女性の労働力率比較（平成 22 年）＞  ＜本市の女性の労働力率経年変化＞ 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

15～
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20～

24歳

25～
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30～

34歳
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40～
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45～
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50～
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55～

59歳

60～

64歳

国

群馬県

沼田市

0%

20%

40%

60%

80%

100%

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～
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55～
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64歳

平成12年
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資料：国勢調査 
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（４）方針決定の参画状況 

本市の地方自治法（第 202 条の３）に基づく審議会等の女性の登用状況をみると、

平成27年では審議会等における登用では20の審議会のうち14の審議会で女性が登用

されており、女性の委員数は総数 338 人のうち 48 人、女性比率は 14.2％となってい

ます。女性の参画状況比較では、国・県、県内平均を下回っています。 

一方、自治会長（区長）の女性比率をみると、現在０％となっており、女性自治会

長（区長）の参画が課題となっていることもうかがえます。 
 

＜本市における女性の参画状況 各年４月１日現在＞ 

  

審議会等委員の目標※１ 
地方自治法（第 202 条の３）に 

基づく審議会等における 
登用状況※２ 

市議会議員に 
占める女性議

員の割合 

自治会長（区
長）に占める 
女性の割合 

審
議
会
等
数 

 

委
員
数 

 

女
性
比
率
（％
） 

審
議
会
等
数 

 

委
員
数 

 女
性
比
率
（％
） 

議
員
数 

 女
性
比
率
（％
） 

自
治
会
長
数 

 女
性
比
率
（％
） 

女
性
を
含
む 

審
議
会 

女
性
委
員
数 

女
性
を
含
む 

審
議
会 

女
性
委
員
数 

女
性
議
員
数 

女
性
区
長
数 

平成23年 - - - - - 19 12 316 35 11.1 25 2 8.0 81 1 1.2 

平成24年 58 44 660 123 18.6 20 12 353 35 9.9 21 0 0.0 81 0 0.0 

平成25年 58 46 662 129 19.5 20 12 353 35 9.9 20 0 0.0 81 0 0.0 

平成26年 58 47 656 134 20.4 21 15 373 49 13.1 22 0 0.0 81 0 0.0 

平成27年 57 47 631 141 22.3 20 14 338 48 14.2 22 0 0.0 81 0 0.0 

資料：生活課 

※１ 女性委員比率の目標の審議会等 ※２の地方自治法第202条の３に基づく審議会等及び要綱や規則により設置
された審議会等 （平成24年４月１日から調査開始） 

※２ 地方自治法第202条の３に基づく審議会等 法律若しくはこれに基く政令又は条例の定めるところにより、その
担任する事項について調停、審査、審議又は調査等を行う機関とする。 

 

＜女性の参画状況比較 審議会等女性比率 平成 26 年４月１日現在＞ 

26.8

33.1

13.1

20.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

国 群馬県 群馬県県内平均 沼田市

（%）

 
資料：内閣府 地方公共団体における男女共同参画社会形成又は女性に関する施策の推進状況
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（５）女性相談及び配偶者等からの暴力の状況 

全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数は、平成 25 年度には

99,961 件と大幅に増加しています。 

また、群馬県の女性相談センターに寄せられた相談件数は、平成 21 年度では 5,195

件あったものが平成 25 年度には 4,298 件と減少していますが、ＤＶ相談が占める割合

は増加傾向にあります。 
 

＜全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数の推移＞ 

20,941 21,821 22,640 25,250 30,060

49,849 53,134
57,236

60,686
64,797

2,002
2,379

2,223
3,554

5,104

82,099
77,334

72,792

99,961

89,490

0

60,000

120,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(件)
来所 電話 その他

 

資料：内閣府 

 

＜群馬県女性相談センター・女性相談所に寄せられた相談件数の推移＞ 

3,107
3,121 3,346

2,914
1,929

5,195
5,599

5,919

2,088 2,478 2,573 2,356 2,369

5,270

4,298

40.2%
44.3% 43.5% 44.7%

55.1%

0

5,000

10,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(件)

0%

30%

60%

DV相談件数 その他 DV相談が占める割合

 

           資料：群馬県女性相談センター 
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６６６６    男女共同参画に関する市民意識調査結果抜粋男女共同参画に関する市民意識調査結果抜粋男女共同参画に関する市民意識調査結果抜粋男女共同参画に関する市民意識調査結果抜粋    

本市に在住する 20 歳以上 70 歳未満の市民 2,000 人を対象に、男女共同参画に関す

る意識や実態を把握するために、平成 26 年に「男女共同参画社会に関する市民意識調

査」を実施しました。 
 

対象者数（件） 回収数（件） 回収率（％） 

2,000 763 38.2 

 

  ※「経年比較」では、「平成 22 年調査」については「沼田市第２次男女共同参画計

画」策定にあたり平成 22 年に実施した「男女共同参画社会に関する市民意識調査」

を引用。 

 

（１）男女平等に関する意識について 

 

「夫は外で働き、妻は家庭をまもるべきである」は反対の割合の人が高くなっています

が、女性は56.9％が反対しているのに対し、男性の反対は44.2％とやや少なくなっていま

す。前回の平成22 年調査と比べると、賛成は 12.6 ポイント減少し、反対が2.8 ポイント

増加しています。 

 

＜「男は仕事、女は家庭」という考え方について＞ 

10.6%

6.9%

8.4%

8.2%

31.7%

22.2%

26.0%

38.8%

23.4%

30.3%

27.1%

20.7%

20.8%

26.6%

23.9%

27.5%

13.5%

14.0%

13.5%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【性別】

男性(n=312)

女性(n=436)

【前回比較】

平成26年調査（n=778）

平成22年調査（n=755）

賛成 どちらかと

いえば賛成

どちらかと

いえば反対

反対 わからない

 



 

 第１章 計画策定にあたって 

 

 
- 15 - 

 

男女の地位の平等では、「平等になっている」割合は「家庭生活において」では43.4％、

「職場において」では36.2％、「学校教育の場において」では78.0％、「地域社会に

おいて」では39.1％、「社会通念・習慣・しきたりにおいて」では24.8％となってい

ます。 

今後も、家庭・学校・社会などあらゆる場に、「男だから」「女だから」という社

会的・文化的に形成された性別の固定観念にとらわれない意識の浸透を図っていく

ことが必要となっています。 

 

＜男女の平等感について＞ 

46.7%

52.8%

11.4%

50.5%

68.2%

43.4%

36.2%

78.0%

39.1%

24.8%

7.9%

6.7%

4.2%

6.0%

3.5%

2.1%

4.3%

6.4%

4.5%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)家庭生活において

(2)職場において

(3)学校教育の場において

(4)地域社会において

(5)社会通念・習慣・しきたりにおいて

男性の方が

優遇されている

平等になっている 女性の方が

優遇されている

無回答
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（２）家庭生活について 

 

家庭内の役割では、「夫」の役割としては「生活費を得る」が 59.2％、「家屋の修繕

や片付け」が 49.6％となっています。「妻」の役割としては「食事のしたく」、「洗濯」

が約 85％、「掃除」「食事の後片付け」が約 75％となっています。このことから、生活

費を得るのは主に男性の役割、家事は主に女性の役割と家庭における固定的な性別役

割分担意識があることが分かります。 

一方、理想的な役割分担については、すべての項目で「男女で分担すべき」との回

答が多く、実態とは異なった考えが見られます。 

 

＜現在の家庭内の役割＞ 

59.2%

6.8%

3.4%

4.0%

14.6%

30.4%

49.6%

29.2%

3.8%

3.2%

86.2%

73.8%

82.0%

76.4%

68.0%

17.2%

52.8%

39.4%

40.6%

10.8%

21.2%

47.4%

28.6%

6.0%

11.6%

10.2%

14.0%

13.2%

39.0%

20.2%

34.6%

14.2%

24.4%

37.8%

18.6%

4.6%

5.0%

3.0%

4.6%

3.8%

3.4%

3.4%

4.8%

5.4%

5.8%

18.0%

16.0%

32.8%

5.6%

3.6%

21.8%

4.2%

4.4%

6.0%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)生活費を得るのは

(2)食事のしたく

(3)食事の後片付け

(4)洗濯

(5)掃除

(6)家計の管理

(7)高価な買い物など

(8)育児

(9)しつけ・教育

(10)看護・介護

(11)家屋の修繕や片付け

(12)近所付き合いや地域活動への参加

(13)学校行事への参加

夫 妻 夫婦同じくらい 子ども 家族全員 その他の人 あてはまらない 無回答
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＜理想の家庭内の役割＞ 

44.8%

4.5%

13.9%

39.8%

6.6%

47.3%

68.8%

47.8%

70.1%

84.7%

85.2%

53.1%

87.5%

83.7%

26.2%

40.1%

4.2%

8.3%

6.6%

7.2%

5.9%

3.3%

6.7%

9.7%

4.3%

5.9%

4.5%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)主たる収入

(2)家事（炊事・洗濯・掃除）

(3)家計の管理

(4)高価な買い物など

(5)育児・しつけ・教育

(6)看護・介護

(7)家屋の修繕や片付け

(8)近所付き合いや地域活動への参加

(9)学校行事への参加

主として

男性がすべき

男女分担

ですべき

主として

女性がすべき

その他 無回答
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生活の中での「家庭生活」「仕事」「個人・地域活動」の優先度については、全体の

結果でみると『「仕事」を優先』が現実は 45.8％に対し、希望は 3.0％と現実と希望で

はかなりの差があります。また、『「仕事」と「家庭」と「個人・地域活動」を優先』

は 22.9％の人が希望しているのに対し、現実は 4.9％でこちらも大きな差があります。 

男女別でみるとその差が大きくなる傾向がうかがえます 

男女間の意識の差を改善するためには、夫婦間においてコミュニケーションを図り、

役割分担などお互いを理解し合うことが必要となっています。 

特に男性が家庭での役割を担えるようにするためには、ワーク・ライフ・バランス

を進めていく必要があります。 
 

＜生活の中での活動の優先度（全体）＞ 

45.8%

19.5%

1.4%

15.6%

2.3%

3.5%

4.9%

7.0%

3.0%

19.2%

5.6%

22.9%

4.9%

10.9%

22.9%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「個人・地域活動」を優先

「仕事」と「家庭生活」をともに優先

「仕事」と「個人・地域活動」をともに優先

「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

わからない

現実（している） 希望（したい）
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＜生活の中での活動の優先度（現実）＞ 

62.3%
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1.5%

4.6%

4.6%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「個人・地域活動」を優先

「仕事」と「家庭生活」をともに優先

「仕事」と「個人・地域活動」をともに優先

「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

わからない

男性 女性
 

＜生活の中での活動の優先度（希望）＞ 

  

3.9%

20.6%

8.8%

19.6%

6.9%

5.9%

26.5%

7.8%

2.5%

18.8%

3.8%

25.0%

3.1%

13.1%

21.3%

12.5%

0% 10% 20% 30%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「個人・地域活動」を優先

「仕事」と「家庭生活」をともに優先

「仕事」と「個人・地域活動」をともに優先

「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「個人・地域活動」をともに優先

わからない

男性 女性  
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（３）子育てや介護について 

 

父親の育児参加については、「父親も母親と育児を分担して、積極的に育児をするの

がよい」が 50.1％となっており、特に若い世代ほどその考えを支持しているようです。

「父親は外で働き、母親が育児に専念するのがよい」は 2.5％で少数意見となってい

ます。 

 ＜父親の育児参加＞ 

45.8%

33.5%

10.0%

4.1%

1.8%

1.3%

3.5%

50.1%

32.6%

9.4%

2.5%

3.4%

1.2%

0.8%

0% 20% 40% 60%

父親も母親と育児を分担して、積極的に育児をするのがよい

父親は時間の許す範囲内で育児をすればよい

父親はできるかぎり育児をするのがよい

父親は外で働き、母親が育児に専念するのがよい

わからない

その他

無回答

平成22年調査

（n=778）

平成26年調査

（n=763）
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男性の育児や介護休業の取得については、75.0％が「男性も育児・介護休業を取る

ことは賛成だが、取得しやすい環境が整っていないと思う」と回答しています。これ

は、前回の平成 22 年調査からほぼ変わらず、依然として男性の育児や介護休業が取得

しにくい状況にあるようです。 

男性が育児・介護等に関われない理由や原因は、経済的な損失、休暇が取りにくい、

仕事の忙しさなど、企業の雇用環境の整備などが求められている一方で、男性への意

識啓発を求める声も挙がっています。 

 

 ＜男性の育児・介護休業の取得＞ 

13.0%

76.1%

3.3%

3.3%

2.3%

1.9%

15.9%

75.0%

2.1%

5.0%

1.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80%

男性も育児・介護休業を積極的に

取得する方がよいと思う

男性も育児・介護休業を取ることは賛成だが、

取得しやすい環境が整っていないと思う

育児・介護は女性がするべきであり、

男性が取得する必要はないと思う

わからない

その他

無回答

平成22年調査

（n=778）

平成26年調査

（n=763）
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（４）就業について 

 

女性が職業を持つことについては、「結婚して子どもができてからも、ずっと職業を

続ける方がよい」が 43.4％、「子どもができたら辞めるが、大きくなったら再び職業

を持つ方がよい」が 41.2％で続いています。前回の平成 22 年調査では、「結婚して子

どもができても、仕事をした方がよい」が 32.1％だったのが、11.3 ポイント増えてお

り、育児と仕事の両立が支持されてきていることが分かります。 

  

＜女性が職業を持つことについて＞ 

0.5%

6.2%

8.6%

32.1%

45.2%

4.1%

3.2%

0.5%

2.4%

4.7%

43.4%

41.2%

6.3%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

女性は職業を持たない方がよい

（仕事をせず、習い事に専念した方がよい）

結婚するまでは職業を持つ方がよい

（結婚するまでは仕事をするが、結婚後家事に専念した方がよい）

子どもができるまでは、職業を持つ方がよい

（結婚して子どもができるまで、仕事をした方がよい）

結婚して子どもができてからも、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら辞めるが、大きくなったら再び職業を持つ方がよい

その他

無回答

平成22年調査

（n=536）

平成26年調査

（n=763）
 

               ※（ ）の項目は平成 22 年調査実施時の項目内容になります。 
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女性が働き続けるために必要なことは、「夫や家族の理解・協力」、「出産休暇や育児

休業、育児時間などの制度の充実」、「保育施設、内容、時間延長等の充実（ゼロ歳児

保育等）」であると、男女それぞれ約 60％の人が回答しています。 

女性が働き続けるためには、依然として家事や育児などとの両立の難しさがあるこ

とが分かります。女性が就労しやすい環境をつくるためには、これまで以上に制度や

労働条件を改善していくとともに、男性の家事、育児への積極的な参加を促進してい

く必要があります。 

また、多様な就労形態が増える中、行政が企業に働きかけるなど育児・介護休業制

度を利用しやすい環境整備をしていく必要があります。 

 

＜女性が働き続けるために特に必要なこと＞ 

42.4%

12.4%

57.0%

58.6%

33.1%

39.8%

24.5%

60.2%

30.3%

45.5%

29.0%

3.8%

1.0%

50.1%

14.7%

60.5%

62.5%

43.3%

54.0%

19.9%

64.8%

22.1%

57.1%

30.5%

2.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

働く場の増加、職業紹介の充実

就労のための職業訓練及び研修等の機会の充実

保育施設、内容、時間延長等の充実（ゼロ歳児保育等）

出産休暇や育児休業、育児時間などの制度の充実

病人や高齢者などの世話に対する社会的サービスの充実

家族が病気等の場合の看護・介護休暇などの制度の充実

企業に対して、男女差別の是正や女性雇用の奨励と充実

夫や家族の理解・協力

女性自身の職業意識の高揚

同じ職場の人たちの理解・協力

総労働時間の短縮等労働条件の改善・充実

その他

無回答

男性 女性
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（５）社会活動・地域活動などについて 

 

社会活動や地域活動への参加の支障となっている要因としては、「仕事が忙しく時間

がない」ことの次に「経済的な余裕がない」とする回答が多くなっています。 

 

＜社会活動・地域活動に参加しようとする際に支障になっていること＞ 

52.5%

5.7%

3.8%

1.6%

0.6%

2.9%

26.8%

10.5%

18.2%

14.3%

22.3%

4.5%

1.9%

38.4%

1.6%

17.4%

8.1%

5.0%

2.3%

30.9%

22.8%

19.0%

15.3%

23.9%

3.4%

2.0%

0% 20% 40% 60%

仕事が忙しく、時間がない

職場の上司や同僚の理解が得られない

家事・育児が忙しく、時間がない

子どもの世話を頼めるところがない

親や病人の介護を頼めるところがない

配偶者や家族の理解が得られない

経済的な余裕がない

自分の健康や体力に自信がない

自分のやりたい活動をしているグループや団体を知らない

身近なところに活動する場所がない

特に支障となることはない

その他

無回答

男性 女性
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また、地域の実情では、男性は「男女不平等はない」と回答した割合が最も高くな

っていますが、女性は「女性がお茶くみや準備・片付けなどを担当することになって

いる」と回答した割合が最も高くなっており、男性と女性の感じ方に差があることが

分かります。 

 

＜住んでいる女性の地域の実情＞ 

15.6%

8.0%

9.2%

22.3%

9.9%

8.9%

36.6%

7.3%

9.9%

14.4%

6.1%

7.7%

29.3%

3.8%

8.1%

28.2%

10.8%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40%

女性が、地域の団体、組織等の役員選挙や

運営に参加しにくかったり、また選ばれにくい

地域の行事で女性が参加できな

かったり、男女の差があったりする

会議などで女性が意見を言いにく

かったり、意見が取り上げられにくい

女性がお茶くみや準備・片付け

などを担当することになっている

地域の活動に女性が少ないため歓迎される

地域の活動には、女性の方が積極的である

男女不平等はない

その他

無回答

男性 女性
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（６）人権などについて 

 

ＤＶは、約 90％の人が「経験したことがない」と回答していますが、約 10％の女性

は「身体的な暴力」と「精神的な暴力」を「受けたことがある」と回答しています。

また、すべての暴力において、「受けたことがある」と回答した女性は男性より多くな

っています。 

「暴力を受けたことがある」と回答した人が相談した相手は、「家族や親戚」「知人・

友人」がそれぞれ 41.3％となっています。また 33.7％の人は「どこ（だれ）にも相談

しなかった」と回答しています。 

＜配偶者や恋人からの被害経験の有無＞ 

5.6%

8.1%

2.6%

3.0%

4.2%

2.1%

2.5%

0.7%

0.9%

1.2%

88.5%

85.5%

92.5%

91.6%

90.3%

3.8%

3.9%

4.2%

4.5%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)身体的な暴力

(2)精神的な暴力

(3)性的な暴力

(4)経済的な暴力

(5)社会的な暴力

受けたことがある したことがある 経験したことがない 無回答
 

＜相談相手＞ 

 

0.0%

8.7%

1.1%

3.3%

6.5%

4.3%

0.0%

41.3%

41.3%

33.7%

2.2%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

配偶者暴力相談支援センター

警察

法務局・地方法務局、人権擁護委員

上記以外の公的な機関

民間の専門家や専門機関

医療関係者

学校関係者

家族や親戚

知人・友人

どこ（だれ）にも相談しなかった

その他

無回答
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「どこ（だれ）にも相談しなかった」理由として多いのは、「相談しても無駄だと思

ったから」と回答した人が最も多く、被害者の中にＤＶに対する諦めの気持ちがある

ことが分かります。  

夫や妻、恋人からの被害経験を相談できなかった理由として「自分さえがまんすれ

ば、なんとかこのままやっていけると思ったから」、「自分にも悪いところがあると思

ったから」、「相談するほどのことではないと思ったから」などの回答も多く、受けた

行為が「被害として訴えるほどのものではない」と捉えて、相談していない人が潜在

していることが考えられます。 

 

＜相談できなかった理由＞ 

項目 度数 構成比

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかったから 4 12.9%

恥ずかしくてだれにも言えなかったから 3 9.7%

相談しても無駄だと思ったから 15 48.4%

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっとひどい暴力を受けると思ったから 2 6.5%

加害者に「誰にも言うな」とおどされたから 0 0.0%

相談相手の言動によって不快な思いをさせられると思ったから 1 3.2%

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると思ったから 8 25.8%

世間体が悪いから 3 9.7%

他人を巻き込みたくなかったから 5 16.1%

他人に知られると、これまで通りのつき合いができなくなると思ったから 4 12.9%

そのことについて思い出したくなかったから 4 12.9%

自分にも悪いところがあると思ったから 8 25.8%

相手の行為は愛情の表現だと思ったから 0 0.0%

相談するほどのことではないと思ったから 8 25.8%

その他 5 16.1%

無回答 0 0.0%

回答者数 31  
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ＤＶに対しての有効な援助として、「被害者が身の安全を確保できる場所の提供」、

「被害者への家庭裁判所、弁護士、警察などによる法的援助」、「被害者への相談窓口

の情報を提供したり、相談窓口を増やすこと」が上位にあがっています。 

「ＤＶ防止法」において暴力の防止及び被害者の保護に関することについての実施

体制等を整備することが求められています。このようなことも踏まえ、暴力のない環

境づくりを進めるとともに、暴力を受けた人の相談窓口等に関する情報提供の充実も

必要となっています。 

 

＜配偶者や恋人などからの暴力に対して必要な支援＞ 

31.8%

49.0%

48.1%

32.2%

48.4%

28.3%

25.2%

34.1%

30.3%

3.2%

9.6%

34.3%

44.7%

45.1%

38.8%

61.4%

31.2%

23.7%

34.1%

30.7%

2.3%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

被害者への経済的な自立に向けた支援を行うこと

被害者への相談窓口の情報を提供したり、相談窓口を増やすこと

被害者への家庭裁判所、弁護士、警察などによる法的援助

被害者への医師、カウンセラーなどの医療・心理的援助

被害者が身の安全を確保できる場所の提供

被害者に対する周囲の理解と協力を得やすくすること

市役所などの公的機関からの情報提供と支援

加害者への指導やカウンセリングを行うこと

お互いの人権を大切にする教育の充実

その他

無回答

男性 女性
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（７）男女共同参画について 

 

行政や企業などの方針決定の場への女性の参画を図るために必要なことでは、「女性

が各分野で活躍すること」が約 48％で、続いて「職場で男女共同参画の取組を進める

こと」、「男女平等のための法律や制度を普及させること」が約 30％となっています。 

女性が各分野で活躍するためには周囲の理解や協力、制度の充実や環境づくりが必

要です。 

 

＜行政や企業、社会的活動などの方針決定への女性の参画のために大切なこと＞ 

16.9%

47.8%

12.7%

20.7%

20.1%

30.3%

28.7%

21.3%

15.6%

3.5%

2.9%

19.0%

47.9%

14.2%

22.6%

19.6%

27.1%

27.5%

14.4%

17.6%

2.3%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性議員を増やすこと

女性が各分野で活躍すること

女性団体が積極的に活動すること

国・県・市町村など行政の審議会などに女性を増やすこと

企業・官公庁などで女性管理職を増やすこと

職場で男女共同参画の取組を進めること

男女雇用機会均等法などの男女平等の

ための法律や制度を普及させること

自治会や地域の諸団体の長・役員に女性を増やすこと

わからない

その他

無回答

男性 女性
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男女がともにあらゆる分野に積極的に参画していくために必要なことでは、「男女と

もに育児や介護が出来、多様な働き方の選択が出来るような社会資本の整備を図るこ

と」や「男女ともに育児休暇や育児休業が取得できるような企業環境の整備を図るこ

と」と回答した人が多く、仕事と育児の両立に課題を感じている人が多いようです。 

男女共同参画社会を形成するためには、多岐にわたる取組が必要であることがうか

がえますが、特に男女共同参画に関する意識啓発、育児・介護と仕事の両立支援や女

性の再就職支援などの施策が求められています。 

また、「女性が経済力をつけたり、知識・技術の取得に努めるなど、積極的に力をつ

けること」という回答もあることから、女性が活躍するためには、女性自身の意識の

向上も求められています。 

＜男女ともにあらゆる分野に積極的に参画していくために必要なこと＞ 

41.7%

45.2%

24.2%

19.1%

31.8%

42.7%

13.7%

8.3%

2.5%

2.9%

33.9%

46.3%

29.3%

19.6%

38.4%

50.3%

13.3%

7.9%

1.8%

2.9%

0% 20% 40% 60%

男性と女性の役割分担についての

社会通念、慣習、しきたりを改めること

男性も女性もともに育児休暇や育児休業が

取得できるような企業環境の整備を図ること

女性が経済力をつけたり、知識・技術の

取得に努めるなど、積極的に力をつけること

男性が家事や育児を行う能力を高めること

育児、介護を支援するサービスの充実を図ること

男性も女性も育児や介護が出来、多様な働き方の

選択が出来るよう社会資本の整備を図ること

女性の少ない分野に、一定の割合で女性を

登用する制度を採用・充実すること

わからない

その他

無回答

男性 女性
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